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一部改正 平成２年 ６月２０日 

一部改正 平成２年１１月１６日 

一部改正 平成３年 １月１７日 

一部改正 平成４年 ２月１４日 
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一部改正 平成５年 １月２１日 
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 一部改正 平成11年１１月  １日 

 一部改正 平成11年１２月  ６日 

 一部改正 平成12年  １月  ７日 

 一部改正 平成12年  ２月  ３日 

 一部改正 平成12年  ２月２８日 

 一部改正 平成12年 ４月 ６日 

 一部改正 平成12年 ５月１５日 

 一部改正 平成12年 ６月 ７日 

 一部改正 平成12年 ６月２２日 

 一部改正 平成12年１０月２６日 

 一部改正 平成12年１２月２０日 

 一部改正 平成13年 ２月２２日 

 一部改正 平成13年 ３月 ２日 

 一部改正 平成13年 ３月３０日 

 一部改正 平成13年 ５月 １日 

 一部改正 平成13年 ６月 ５日 

 一部改正 平成13年 ７月３１日 

一部改正 平成13年 ８月２０日 

一部改正 平成14年 ２月２５日  

一部改正 平成14年１１月 １日 

一部改正 平成14年１２月 ５日 

一部改正 平成14年１２月１６日       一部改正 平成15年  ３月１３日 

一部改正 平成15年  ４月２２日       一部改正 平成15年  ５月２２日 

一部改正 平成15年 ６月１９日       一部改正 平成15年  ８月 ８日 

一部改正 平成15年１０月１０日       一部改正 平成15年１０月１０日 

一部改正 平成15年１１月２１日       一部改正 平成15年１２月１９日 

一部改正 平成16年 １月１３日       一部改正 平成16年 ２月 ９日 



一部改正 平成16年 ２月１９日       一部改正 平成16年 ４月１４日  

一部改正 平成16年 ５月１９日       一部改正 平成16年 ８月 ９日 

一部改正 平成16年 ９月２１日       一部改正 平成16年１１月 ８日 

一部改正 平成16年１１月１８日       一部改正 平成16年１２月２０日 

一部改正 平成17年 ３月２８日       一部改正 平成17年 ４月２０日 

一部改正 平成17年 ５月２３日     一部改正 令和元年１０月 ８日 

一部改正 令和２年 ４月２８日        一部改正 令和４年 ３月１０日 

 

１条 目  的 

  東京都（以下「都」という。）は、林業経営の合理化を通じて林業の近代化を図る

ため、融資機関から、事業に必要な資金を借り入れる林業者等に対し、予算の範囲内

において、当該借入れに係る利子補給を行い林業の振興に資することを目的とする。 

２条 定  義 

 １ この要綱において「林業者等」とは、次に掲げる者であって、都内に住所又は事

業場を有するものをいう。 

  （１）林業を営む者 

  （２）森林組合 

  （３）森林組合連合会 

  （４）特用林産物生産者 

  （５）山林種苗緑化樹生産者 

  （６）素材生産業・木製材業者（以下「木製材業者等」という。） 

（７）多摩木材センター協同組合 

（８）特用林産物生産者、山林種苗緑化樹生産者及び木製材業者等が組織する団体 

 ２ この要綱において「融資機関」とは、次に掲げる者をいう。 

  （１）都内農業協同組合 

  （２）東京都信用農業協同組合連合会 

  （３）独立行政法人農林漁業信用基金が林業信用保証について約定する融資機関 

 ３ この要綱において「林業近代化資金」とは、融資機関が林業者等に対して貸し付

ける別表のそれぞれの欄に掲げるものをいう。 

３条 利子補給金 



  都は、林業者等が林業近代化資金を借り入れた場合は、林業者等に対しこの要綱に

定めるところにより、予算の範囲内で、当該林業近代化資金に係る利子補給金を交付

する。 

４条 利子補給金の額 

  前条の規定により交付する利子補給金の額は、知事が別に定める利子補給率で計算

した利子額とし、都は、毎年３月末日に林業者等に補給する。 

５条 事業計画承認申請等 

 １ 林業者等が林業近代化資金の借入れについて、利子補給を受けようとするときは、

あらかじめ、知事に、林業近代化資金事業計画承認申請書（別記第１号様式）を提出

し、知事の承認を得なければならない。 

 ２ 知事は、前項の申請があった場合において、申請の内容を審査し、承認すること

と決定したときは、当該林業者等に対し、林業近代化資金事業計画承認書（別記第

２号様式）を交付し、承認をしないことと決定したときは、当該林業者等に対し、

その旨を通知する。 

 ３ 前項の規定により承認を受けた事業計画を変更するときは、速やかに知事の承認

を受けなければならない。 

６条 利子補給契約 

  第３条に規定する利子補給金の交付についての契約は、知事が利子補給の承認をし

た林業者等との間に締結する林業近代化資金利子補給契約書（別記第３号様式）によ

って行うものとする。 

７条 資金の貸付け 

  融資機関は、林業者等が、林業近代化資金利子補給承認書の交付を受け当該資金の

借入れの申込みをした場合は、林業近代化資金を貸し付けるものとする。 

８条 利子補給金の請求 

林業者等が、第６条の規定による契約に基づく利子補給金の交付を請求しようとする

ときは、当該年度内の利子補給金の額について林業近代化資金利子補給請求書（別記

第４号様式）を知事に提出しなければならない。 

９条 利子補給金の支払 



 都は、林業者等から前条の利子補給金請求書の提出があった場合において、知事が

当該利子補給金の交付が適正と認めたときは、これを支払うものとする。ただし、特

別の理由がある場合は、この限りでない。 

10条 利子補給金交付の打切り等 

  都は、都の利子補給に係る林業近代化資金を借り受けた林業者等が、当該林業近代

化資金を貸付目的以外の目的に使用したとき、又は、林業者等でなくなったときは、

利子補給金の交付を打ち切り、又は既に交付した利子補給金の全部若しくは一部の返

還を命ずることができる。 

11条 報 告 等 

 １ 融資機関は、第７条の規定による貸付けを行ったときは、知事に対し、林業近代

化資金貸付報告書（別記第５号様式）により、その旨を報告するものとする。 

 ２ 融資機関は、林業近代化資金の貸付残高の移動状況を、毎年度末までに知事に対

し、林業近代化資金貸付残高移動状況報告書（別記第６号様式）により報告するも

のとする。 

 ３ 林業者等は、事業が完了したときは、都に対し、事業完了報告書（別記第７号様

式）を提出するものとする。 

 ４ 都は、この要綱による融資について必要があると認めたときは、林業者等に対し、

調査して報告を求め又は必要な指示をすることができるものとする。 

 ５ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。 

 

   附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成元年６月30日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成２年６月20日から適用する。 

    附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成２年11月16日から適用する。 

    附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成３年 1月17日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成４年２月14日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成４年７月23日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成５年１月21日から適用する。 

   附 則 



 この要綱は、決定の日から施行し、平成５年10月25日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成６年５月６日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成７年11月13日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成７年12月22日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成８年７月15日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成８年９月20日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成９年２月７日から適用する。 

   附 則  

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１４年１１月１日 

   附 則  

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１４年１２月３日 

   附 則  

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年２月２０日 

附 則  

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年３月１９日 

   附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年４月１８日 

    附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年５月２３日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年８月２０日 

    附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年１０月２１日 

    附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１５年１２月１８日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１６年 １月２６日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１６年 ２月１９日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１６年 ４月１４日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１６年 ８月 ９日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１６年９月２１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。利率の適用日 平成１６年１１月 ８日 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１６年１１月１８日から適用する。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１６年１２月２０日から適用する。 

附 則 



 この要綱は、平成１７年４月２０日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月２８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年３月１０日から施行する。 

 

 


